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1.  平成23年3月期第3四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第3四半期 16,888 18.3 2,148 206.8 2,209 168.0 1,253 153.5
22年3月期第3四半期 14,276 △33.0 700 △78.4 824 △75.1 494 △75.1

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年3月期第3四半期 58.98 ―
22年3月期第3四半期 23.26 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第3四半期 43,091 36,965 85.4 1,731.75
22年3月期 41,411 36,394 87.5 1,704.63

（参考） 自己資本   23年3月期第3四半期  36,797百万円 22年3月期  36,221百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  有   

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― 20.00 ― 10.00 30.00
23年3月期 ― 7.50 ―
23年3月期 

（予想）
12.50 20.00

3.  平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  有   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 22,000 14.7 2,500 186.0 2,600 148.2 1,400 132.2 65.89



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きの対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商
品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きを実施しています。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 上記の予想は、現時点で入手可能な情報に基づき算出したものであり、多分に不確実な要素を含んでおります。実際の業績等は、業況の変化等により
上記予想数値と異なる場合があります。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】P.４「その他」をご覧ください。）

新規 ―社 （社名 ）、 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期3Q 21,803,295株 22年3月期  21,803,295株
② 期末自己株式数 23年3月期3Q  554,564株 22年3月期  554,481株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期3Q 21,248,753株 22年3月期3Q 21,248,984株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 当第３四半期連結累計期間における日本経済は、第２四半期後半から第３四半期にかけての海外経済悪化による

輸出の緩慢な減少、エコカー補助金打ち切りや厳しい雇用情勢などにより、それまで順調に持ち直していた景気回

復が足踏み状態となりました。しかし第３四半期後半から海外経済の改善を反映して、わが国景気は緩やかな回復

に戻るとの観測が出始めています。 

このような国内外市場の経営環境の中で、当社グループは国内における電子部品・半導体や産業機械などの業

界が好調を維持していること、さらにアジアなど新興国市場の堅調な需要に支えられ、売上高は前第３四半期連結

累計期間比10％以上の増加となりました。利益については、コストダウン、経費削減効果によって大幅な増益とな

りました。 

 当第３四半期連結累計期間における売上高は168億88百万円となり、前第３四半期連結累計期間142億76百万円と

比較すると18.3%の増収となりました。営業利益は21億48百万円となり、同７億円と比較すると206.8%の増益、経

常利益は22億９百万円となり、同８億24百万円と比較すると168.0%の増益、四半期純利益は12億53百万円となり、

同４億94百万円と比較すると153.5%の増益となりました。 

セグメント別の業績は、次のとおりです。 

 迅速流体継手事業は、国内は半導体業界および自動車業界の堅調な需要、海外市場ではアジア市場の需要の伸び

によって、売上高は65億78百万円となりました。利益面では、売上高の増加とコストダウン効果によって、営業利

益９億61百万円となりました。 

機械工具事業は、国内は建設・土木など鉄骨加工向けの需要が低迷を続けていますが、アジア市場の需要に支

えられて、売上高は60億62百万円となりました。利益面では、経費削減とコストダウン効果によって、営業利益６

億72百万円となりました。 

リニア駆動ポンプ事業は、国内外市場で健康機器・医療機器に組み込むコンプレッサの需要が堅調を持続し、

売上高は28億34百万円となりました。利益面では、売上げの増加、経費削減およびコストダウン効果によって、営

業利益４億51百万円となりました。 

建築機器事業は、国内の住宅・オフィスビル建築が依然として低迷しているものの、主力の中心吊オートヒン

ジが堅調で、売上高は14億12百万円となりました。厳しい価格競争が続いていますが、利益面では売上増によっ

て、営業利益62百万円となりました。 

  海外売上高は、59億33百万円（前第３四半期連結累計期間比25.3%の増収）となり、海外売上高の連結売上高に

占める割合は35.1%となりました。 

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

 当第３四半期連結会計期間末の資産合計は430億91百万円となり、前連結会計年度末と比較して16億80百万円の

増加となりました。 

 資産の部では、流動資産は299億50百万円となり、前連結会計年度末と比較して19億28百万円の増加となりまし

た。これは主に有価証券の増加27億99百万円、受取手形及び売掛金の増加８億67百万円、現金及び預金の減少15億

53百万円等によるものです。 

 固定資産は131億41百万円となり、前連結会計年度末と比較して２億48百万円の減少となりました。これは主に

有形固定資産の減価償却費６億79百万円の計上に伴う減少、有形固定資産の取得５億21百万円による増加、無形固

定資産の減価償却費の計上32百万円、投資有価証券の評価に伴う減少31百万円等によるものです。 

 負債の部では、流動負債は39億90百万円となり、前連結会計年度末と比較して８億26百万円の増加となりまし

た。これは主に未払法人税等の増加５億70百万円、支払手形及び買掛金の増加３億12百万円によるものです。 

 固定負債は、21億36百万円となり、前連結会計年度末と比較して２億82百万円の増加となりました。これは主に

退職給付引当金の増加２億17百万円によるものです。  

 純資産の部では、四半期純利益は12億53百万円でしたが、配当金の支払い３億71百万円があったため、利益剰余

金は８億81百万円増加し350億28百万円となりました。また為替換算調整勘定が２億86百万円、その他有価証券評

価差額金が18百万円、少数株主持分が５百万円減少したため、純資産の部は369億65百万円となり、前連結会計年

度末と比較して５億70百万円の増加となりました。  

（キャッシュ・フローの状況） 

 当第３四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物の残高は94億77百万円となり、前連結会計年度末と比

較して25億55百万円の増加となりました。 

 「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、22億61百万円の収入（前第３四半期連結累計期間比29.5％増）とな

りました。主なプラス要因は、税金等調整前四半期純利益20億70百万円、減価償却費７億11百万円、仕入債務の増

加３億47百万円、退職給付引当金の増加額２億19百万円であります。主なマイナス要因は、売上債権の増加９億

円、賞与引当金の減少額２億85百万円であります。 

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報



 「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、８億60百万円の収入（前第３四半期連結累計期間は65億51百万円の

支出）となりました。主なプラス要因は、定期預金の払戻による収入201億26百万円であります。主なマイナス要

因は、定期預金の預入による支出188億40百万円、有形固定資産の取得による支出４億26百万円であります。 

 「財務活動によるキャッシュ・フロー」は、３億95百万円の支出（前第３四半期連結累計期間比54.3％減）とな

りました。主なマイナス要因は、配当金の支払額３億63百万円であります。 

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 平成23年３月期の第３四半期におけるわが国経済は、堅調を続ける中国をはじめとするアジア経済と金融緩和を

軸とした政策効果に支えられ、一部で足踏み状態からの持ち直しが見られました。しかし、円高を続ける為替レー

ト、物価の下落や厳しい雇用情勢などに改善がみられず、当社グループの環境は依然として予断を許さない状況に

あります。 

 このような経営環境下、当社は海外展開を一層推進して、拡大を続ける海外需要に積極的に対応していきます。

この政策の一環として、グローバルな視点で販売ルートの開拓、かつ既存の国内外販売ルートのさらなる活性化に

取り組んでいくとともに、併せて、新製品および既存製品の開発にも一段と力をいれてまいります。 

 今後の業績につきましては、迅速流体継手事業は、半導体業界および自動車業界からの設備投資需要が第３四半

期と同水準に推移すると予想しています。機械工具事業は、建設・土木および機械加工分野からの受注が緩やかに

回復し、持ち直しの動きが顕在化すると期待しています。リニア駆動ポンプ事業は、医療機器分野の底堅い需要が

これからも続くと予想しています。建築機器事業は、首都圏のマンション建設に復調が見られるものの、民間建築

工事の受注環境が好転するまでに至らないと見込んでいます。 

 このような環境における最近の業績動向から、平成22年10月29日に発表した通期の業績予想数値を下記のように

上方修正いたします。 

 当期の利益配分につきましては、将来の事業展開や拡大を見据えた設備投資・新技術の開発・新事業分野の開拓

などに必要な資金の充実に努め、併せて、株主の皆様にも安定的な利益還元を努めることを基本方針としておりま

す。 

 当社の配当政策は従来、当社（個別）の配当性向40％以上を目処としていましたが、連結決算重視の観点から、

連結配当性向30％を目処に株主還元を図ることを基本としてまいります。この配当政策に基づき、当期の期末配当

につきましては平成22年５月11日に発表しました配当予想を、今回の業績予想数値の上方修正を勘案して、１株当

り7.5円から12.5円に修正（増配）いたします。 

                      （単位：百万円） 

        売上高  営業利益  経常利益  当期純利益 

 通  期   22,000   2,500    2,600     1,400 

（１）重要な子会社の異動の概要 

 該当する事項はありません。 

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

① 一般債権の貸倒見積高の算定方法  

貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認められる場合には、前連結会計年度

末に使用した貸倒実績率等を使用して一般債権の貸倒見積高を算定しております。 

② 経過勘定項目の算定方法 

固定費的な要素が大きく、予算と実績の差異が僅少のものについては、合理的な算定方法による概算額で計上

する方法によっております。 

③ 繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状

況に著しい変化がないと認められる場合には、前連結会計年度において使用した将来の業績予想やタックス・プ

ランニングを利用する方法によっております。 

④ 税金費用の計算 

  税金費用については、四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後

の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただし、当

該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用す

る方法によっております。 

２．その他の情報



（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

・会計処理基準に関する事項の変更  

① 退職給付に係る会計処理 

第１四半期連結会計期間より、連結子会社1社において、退職給付債務の算定方法を簡便法から原則法に変更

しています。この変更は、適格退職年金制度から他の企業年金制度への移行準備を開始したことを契機として、

退職給付債務に関する数理計算を行うための体制を整備したためであり、退職給付債務の算定の精度を高めるこ

とにより、期間損益計算の適正化および財政状態の健全化を図ることを目的としております。期首現在で退職給

付債務を算定した結果発生した変更時差異115百万円については、特別損失に計上しています。 

この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益および経常利益はそれぞ

れ６百万円減少し、税金等調整前四半期純利益は122百万円減少しております。 

② 資産除去債務に関する会計基準の適用 

  第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を

適用しております。  

 これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益および経常利益はそれぞれ０百万円減少し、税金等調整前

四半期純利益は18百万円減少しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は24百

万円であります。 



３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 16,136 17,689

受取手形及び売掛金 ※2  5,637 4,770

有価証券 2,799 －

商品及び製品 2,716 2,898

仕掛品 158 166

原材料及び貯蔵品 1,655 1,494

繰延税金資産 598 569

その他 262 445

貸倒引当金 △13 △13

流動資産合計 29,950 28,022

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 9,664 9,439

減価償却累計額 △4,118 △3,816

建物及び構築物（純額） 5,546 5,622

機械装置及び運搬具 2,688 2,613

減価償却累計額 △2,145 △2,072

機械装置及び運搬具（純額） 543 541

工具、器具及び備品 5,430 5,302

減価償却累計額 △4,908 △4,715

工具、器具及び備品（純額） 521 587

土地 4,078 4,094

リース資産 292 199

減価償却累計額 △64 △31

リース資産（純額） 227 168

建設仮勘定 91 192

有形固定資産合計 11,009 11,206

無形固定資産   

その他 140 161

無形固定資産合計 140 161

投資その他の資産   

投資有価証券 993 1,017

長期貸付金 183 204

繰延税金資産 585 565

その他 244 250

貸倒引当金 △15 △16

投資その他の資産合計 1,991 2,021

固定資産合計 13,141 13,389

資産合計 43,091 41,411



（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※2  1,972 1,660

リース債務 51 34

未払法人税等 609 39

賞与引当金 264 549

その他 1,092 880

流動負債合計 3,990 3,163

固定負債   

リース債務 176 133

退職給付引当金 1,605 1,387

役員退職慰労引当金 162 145

資産除去債務 25 －

その他 165 185

固定負債合計 2,136 1,853

負債合計 6,126 5,017

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,850 1,850

資本剰余金 1,925 1,925

利益剰余金 35,028 34,146

自己株式 △916 △916

株主資本合計 37,887 37,006

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 104 123

為替換算調整勘定 △1,194 △908

評価・換算差額等合計 △1,090 △785

少数株主持分 168 173

純資産合計 36,965 36,394

負債純資産合計 43,091 41,411



（２）四半期連結損益計算書 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 14,276 16,888

売上原価 7,628 8,819

売上総利益 6,648 8,069

販売費及び一般管理費   

給料及び手当 1,626 1,628

賞与引当金繰入額 163 137

退職給付費用 120 169

役員退職慰労引当金繰入額 25 24

販売促進費 358 476

研究開発費 655 652

その他 2,996 2,831

販売費及び一般管理費合計 5,947 5,920

営業利益 700 2,148

営業外収益   

受取利息 64 58

受取配当金 21 17

為替差益 2 －

受取家賃 25 29

その他 64 53

営業外収益合計 178 159

営業外費用   

売上割引 49 59

為替差損 － 38

その他 4 0

営業外費用合計 54 98

経常利益 824 2,209

特別利益   

固定資産売却益 0 2

特別利益合計 0 2

特別損失   

固定資産除却損 13 1

固定資産売却損 0 0

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 17

減損損失 － ※1  6

退職給付費用 － 115

退職特別加算金 42 －

その他 1 －

特別損失合計 58 141

税金等調整前四半期純利益 766 2,070

法人税等 ※2  268 ※2  811

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,259

少数株主利益 3 6

四半期純利益 494 1,253



（第３四半期連結会計期間） 

（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 4,765 5,900

売上原価 2,443 3,121

売上総利益 2,322 2,779

販売費及び一般管理費   

給料及び手当 511 538

賞与引当金繰入額 160 130

退職給付費用 31 55

役員退職慰労引当金繰入額 8 7

販売促進費 152 160

研究開発費 220 228

その他 855 847

販売費及び一般管理費合計 1,939 1,969

営業利益 382 809

営業外収益   

受取利息 18 19

受取配当金 5 7

受取家賃 9 10

その他 15 17

営業外収益合計 48 55

営業外費用   

売上割引 18 20

為替差損 1 7

その他 △3 0

営業外費用合計 15 28

経常利益 415 836

特別利益   

固定資産売却益 0 1

特別利益合計 0 1

特別損失   

固定資産除却損 － 0

固定資産売却損 0 0

退職特別加算金 42 －

特別損失合計 42 0

税金等調整前四半期純利益 372 837

法人税等 ※1  87 ※1  414

少数株主損益調整前四半期純利益 － 423

少数株主利益 0 2

四半期純利益 284 421



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 766 2,070

減価償却費 671 711

賞与引当金の増減額（△は減少） △337 △285

退職給付引当金の増減額（△は減少） 39 219

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 17

減損損失 － 6

受取利息及び受取配当金 △86 △76

売上債権の増減額（△は増加） 65 △900

たな卸資産の増減額（△は増加） 546 △69

仕入債務の増減額（△は減少） △222 347

その他 501 234

小計 1,944 2,276

利息及び配当金の受取額 85 73

利息の支払額 △0 △0

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △282 △87

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,746 2,261

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △16,270 △18,840

定期預金の払戻による収入 11,046 20,126

有形固定資産の取得による支出 △1,261 △426

その他 △66 1

投資活動によるキャッシュ・フロー △6,551 860

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △0 －

配当金の支払額 △849 △363

その他 △15 △32

財務活動によるキャッシュ・フロー △865 △395

現金及び現金同等物に係る換算差額 169 △170

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △5,501 2,555

現金及び現金同等物の期首残高 13,036 6,922

現金及び現金同等物の四半期末残高 7,535 9,477



 該当する事項はありません。  

【事業の種類別セグメント情報】  

前第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年12月31日） 

（注） 事業区分は、製品の種類・性質、製造方法、販売市場等の類似性を考慮して４つの事業に区分しております。

各区分に属する主な製品は次のとおりであります。 

(1）迅速流体継手   真空用カプラ、空圧用カプラ、油圧用カプラ等 

(2）機械工具     ジェットタガネ、アトラ、ベルトン、デルボ等 

(3）リニア駆動ポンプ コンプレッサ、ブロワ等 

(4）建築機器、他   ドアクローザ等 

【所在地別セグメント情報】 

前第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年12月31日） 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

北   米……米国、カナダ 

ヨーロッパ……英国、ドイツ、フランス他 

【海外売上高】 

前第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年12月31日） 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）北   米…米国、カナダ 

(2）東南アジア…マレーシア、シンガポール、台湾、韓国他 

(3）ヨーロッパ…英国、ドイツ、フランス他 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

  
迅速流体
継手 
（百万円） 

機械工具 
  

（百万円）

リニア駆
動ポンプ 
（百万円）

建築機器、
他 

（百万円）

計 
  

（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
  

（百万円）

売上高               

(1）外部顧客に対する
売上高 

 4,904  5,545  2,416  1,409  14,276       －  14,276

(2）セグメント間の内部
売上高又は振替高 

 －  －  －  －  －  (－)  －

計  4,904  5,545  2,416  1,409  14,276 (－)  14,276

営業利益  237  327  95  39  700  －  700

  
日本 
  

(百万円) 

北米 
  

(百万円) 

ヨーロッパ
  

(百万円) 

その他 
  

(百万円)

計 
  

(百万円) 

消去又は
全社 

(百万円) 

連結 
  

(百万円) 

売上高               

(1）外部顧客に対する売上高  11,464  944  1,110  756  14,276  －  14,276

(2）セグメント間の内部売上
高又は振替高 

 1,079  7  18  963  2,069  △2,069  －

計  12,544  952  1,129  1,720  16,346  △2,069  14,276

営業利益  358  136  11  104  610  89  700

  北米 東南アジア ヨーロッパ その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円）  985  1,653  1,310  785  4,735

Ⅱ 連結売上高（百万円）  －  －  －  －  14,276

Ⅲ 海外売上高の連結売上高
に占める割合（％） 

 6.9  11.6  9.2  5.5  33.2



 【セグメント情報】 

１．報告セグメントの概要  

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営

資源の配分決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。当社

は、商品別に事業部を置き、各事業部は、取り扱う製品の開発・製造に関する戦略を立案し、事業展開を行

っております。 

 したがって、当社は、「迅速流体継手事業」、「機械工具事業」、「リニア駆動ポンプ事業」、「建築機

器事業」の４つを報告セグメントとしております。 

「迅速流体継手事業」は、主に産業用の流体配管をワンタッチで着脱する継ぎ手の開発・製造・販売を

しております。 

 「機械工具事業」は、省力化機械工具の開発・製造・販売をしております。  

「リニア駆動ポンプ事業」は、主に浄化槽用のブロワ、健康機器・医療機器に組み込む小型の省力化ポ

ンプの開発・製造・販売をしております。  

 「建築機器事業」は、主にアームレスのドアクローザの開発・製造・販売をしております。 

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

   当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年12月31日） 

セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。  

当第３四半期連結会計期間（自平成22年10月１日 至平成22年12月31日）  

セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。 

（追加情報） 

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成

21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号

平成20年３月21日）を適用しております。 

  （単位：百万円）

  

報告セグメント 

合計 
迅速流体継

手 
機械工具 

リニア駆動
ポンプ 

建築機器 

売上高           

外部顧客への売上高  6,578  6,062  2,834  1,412  16,888

セグメント間の内部売上高
又は振替高 

－ － － － － 

計  6,578  6,062  2,834  1,412  16,888

セグメント利益  961  672  451  62  2,148

  （単位：百万円）

  

報告セグメント 

合計 
迅速流体継

手 
機械工具 

リニア駆動
ポンプ 

建築機器 

売上高           

外部顧客への売上高  2,256  2,161  994  488  5,900

セグメント間の内部売上高
又は振替高 

－ － － － － 

計  2,256  2,161  994  488  5,900

セグメント利益  402  264  108  34  809



該当事項はありません。  

  

（四半期連結損益計算書関係）  

当第３四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年12月31日） 

※1．減損損失  

当社グループは、製造拠点については当該拠点別に、販売拠点および本社並びに社宅等については共用資産と

して資産のグルーピングをしております。 

当社の子会社の白河日東工器（株）は、遊休資産の売却の意思決定を行ったことに伴い、帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。 

なお、回収可能価額は正味売却価額により算定しており、公示価格、相続税路線価並びに売買事例等を勘案し

た合理的な見積りにより評価しております。   

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

（７）その他の注記事項

第１四半期連結会計期間において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。 

場所 用途 種類 金額

白河日東工器（株） 

（福島県白河市） 
遊休資産 

土地 

建物  

 ４百万円

１百万円
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